様式1

令和　　年　　月　　日　
広　島　市　長

住所（所在地）

商号又は名称

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
（業者番号　　　　　　　　　　　　）
公募型プロポーザル参加資格確認申請書

令和　　年　　月　　日付けで公募型プロポーザル手続開始の公示のありました下記業務に係る公募型プロポーザルの参加資格について確認を受けるため、下記の書類を添えて申請します。

なお、この業務に係る公募型プロポーザル手続開始の公示に定める参加資格を満たしていること及び下記の添付書類の内容については、いずれも事実と相違ないことを誓約します。
記

１　業務名
平成２５年生活扶助基準改定に関する最高裁判決への対応支援業務
２　添付書類
・類似業務の実績一覧（様式２）
・従事予定者一覧（様式３）

・法人の登記事項証明書及び代表者・役員名簿（様式４）

・一般財団法人日本情報経済社会推進協会（ＪＩＰＤＥＣ）のプライバシーマーク
使用許諾証の写し又は情報セキュリティマネジメントシステム（ＩＳＭＳ）認証
証明書の写し
・広島市税並びに消費税及び地方消費税の納税証明書（滞納がないことを証明する
もの）
※本市に納税義務がない場合は申立書（別紙）を提出すること
・暴力団等の排除に関する誓約書兼同意書（様式５）
・印鑑証明書、使用印鑑届（様式６）
・企業概要が分かる資料（パンフレット等）

（問合せ先）

　担当者：　　　　　　　　　　　　　　
　電　話：　　　　　　　　　　　　　　
　ＦＡＸ：　　　　　　　　　　　　　　

　E-Mail：　　　　　　　　　　　　　　

広島市長　松井　一實　様
住所（所在地）　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　
申立書
平成２５年生活扶助基準改定に関する最高裁判決への対応支援業務に係る公募型プロポーザルの応募資格について、下記のとおり申し立てます。
記
１　広島市内に事業所を有しておりません。
２　広島市内に固定資産を有しておりません。
３　広島市内に居住する従業員又は広島市内に居住した従業員に係る市民税の
特別徴収義務者ではありません。
４　その他、広島市に納付すべき確定した徴収金はありません。
別紙








